
吸収合併に係る事前開示書面 

【吸収合併存続会社】 

 

2024年 2月 13日 

株式会社アマダ 

代表取締役社長執行役員 山梨 貴昭 

 

当社は、当社を吸収合併存続会社、株式会社アマダウエルドテックを吸収合併消滅会社とする吸収合併

（効力発生日：2024 年 4月 1 日）（以下「本合併」といいます。）に関して、会社法 794 条 1 項及び会社

法施行規則 191条に基づき、下記のとおり開示いたします。 

 

記 

 

１．吸収合併契約の内容（会社法 794条 1項） 

  添付(1)の合併契約書のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則 191条 1号） 

  完全親子会社間の合併であるため、合併対価の交付はありません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（同規則 191条 2号） 

  該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社に関する事項（同規則 191条 3号） 

（1）最終事業年度に係る計算書類等の内容（同号イ） 

最終事業年度に係る吸収合併消滅会社である株式会社アマダウエルドテックの計算書類等は、添

付(2)のとおりであります。 

（2）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容（同号ロ） 

該当事項はありません。 

（3）最終事業年度の末日後に生じた、重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に

重要な影響を与える事象の内容（同号ハ） 

該当事項はありません。 

 

５．吸収合併存続会社に関する事項（同規則 191条 5号） 

 最終事業年度の末日後に生じた、重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に

重要な影響を与える事象の内容（同号イ） 

 

【自己株式の取得及び消却】 

 当社は、2023年 5月 12日開催の取締役会において、会社法 165条 3項の規定により読み替えて適用



される同法 156 条の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議するとともに、会社法 178 条の規定

に基づき自己株式を消却することを決議いたしました。 

 

(1)自己株式の取得及び消却を行う理由 

 純資産の増加を抑制し資本効率の向上を図るとともに、機動的な資本政策の遂行により株主還元

の充実を図るため。 

(2)取得に係る事項の内容 

① 取得対象株式の種類     当社普通株式 

② 取得し得る株式の総数    18,000,000株（上限） 

                （自己株式を除く発行済株式総数に対する割合 5.2％） 

③ 株式の取得価格の総額    200億円（上限） 

④ 取得期間          2023年 6月 1日～2024年 3月 31日 

⑤ 取得方法          東京証券取引所における市場買付 

 (3)消却に係る事項の内容 

① 消却する株式の種類     当社普通株式 

② 消却する株式の総数     18,000,000株 

                （消却前の発行済株式総数に対する割合 5.0％） 

③ 消却予定日         2024年 3月 31日 

 

６．合併の効力発生日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

（同規則 191条 6号） 

今後、本合併の効力発生日までに予測される当社及び株式会社アマダウエルドテックの資産及び負

債の額の変動を考慮しても、本合併の効力発生日以後における当社の資産の額は、負債の額を十分に

上回ることが見込まれます。加えて、本合併の効力発生日以後、当社が負担する債務の履行に支障を

来すような事態は現在のところ想定されておりません。 

以上により、本合併の効力発生日以後においても、当社が負担する債務につき履行の見込みはある

と判断しております。 

 

７．事前開示開始日後効力発生日までの間に上記各事項に変更が生じた場合（同規則 191条 7号） 

事前開示開始日後効力発生日までの間に上記各事項に変更が生じた場合には、当該変更後の事項を

直ちに開示いたします。 

 

【添付書類】 

（1）合併契約書 

（2）最終事業年度に係る株式会社アマダウエルドテックの計算書類等（2023年 3月期） 

 

以 上 



添付（1）









添付（2）



 

事  業  報  告 

（2022 年４月１日から 2023年３月 31日まで） 

 

１．会社の現況に関する事項 

(1) 当事業年度の事業の状況 

 ①事業の経過及び成果 

 当事業年度における我が国経済は、継続的なエネルギー価格の高騰やサプライチェーンの 

混乱による部材不足の影響などから、先行き不透明感による設備投資マインドの低下による景

気減速が懸念されました。しかし、地政学リスクに対するサプライチェーン再構築や社会課題

などへの対応を背景に生産性向上、自動化に関する設備投資需要が底堅く推移しました。 

このような経済環境の中、当社は抵抗溶接機器、レーザ溶接機器、システム製品を中心に精

力的な営業活動を行ってまいりました。半導体不足をはじめとするサプライチェーンの滞りが

生産活動に一時的な影響を及ぼしましたが、前期比増収増益となりました。 

当事業年度の業績は売上高 103億 99 百万円(前期比 111.9％)、営業利益 24億 47 百万円(前

期比 149.4％)、経常利益 40億 89百万円（前期比 168.8％）、当期純利益 32億 63百万円（前

期比 170.5％）となりました。 

 ②設備投資の状況 

当事業年度において実施した当社の設備投資の総額は 1 億 26 百万円であり、その主なもの

は、チラークーラー14百万円、測定機器 13百万、保守機 17百万円であります。 

 ③資金調達の状況 

当事業年度において、借入金はゼロとなっております。 

 

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区 分 
第49期 

2020年 3月期 

第50期 

2021年 3月期 

 
第51期 

2022年3月期 

第52期 

(当事業年度) 

2023年3月期 

売 上 高 (千円) 9,598,857  7,758,000  9,291,794      10,399,331 

経 常 利 益 (千円) 2,072,488 2,254,281 2,422,152 4,089,802 

当 期 純 利 益 (千円) 1,718,777 1,980,046 1,914,076 3,263,070 

１株当たり当期純利益 (円) 171,877,716.00  198,004,600.00  191,407,620.40  326,307,038.70 

総 資 産 (千円) 12,350,082 12,594,399 14,070,809 15,633,503 

純 資 産 (千円) 10,140,381 10,117,969 10,932,424 12,150,117 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,014,038,158.00 1,011,796,903.90 1,093,242,426.40 1,215,011,732.90 

（注）１株当たり純資産額は、期末純資産額を期末におけるＡ種種類株式数10株で除して計算

しております。 

 

(3) 重要な親会社及び子会社の状況 

①親会社の状況 

当社の親会社は株式会社アマダで、同社は当社のＡ種種類株式 10株（議決権比率 100％）



を保有しております。 

   当社は、親会社に経営管理指導料を支払っております。また、親会社が運用するキャッ

シュ・マネジメント・システムを活用し、安定的な資金調達を図っております。 

②重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の 
出資比率 主要な事業内容 

ア マ ダ ウ エ ル ド テ ッ ク 韓 国 30 億 韓 ウ ォ ン 100.0％ 産業用電気機器の製造
販売サービス 

天 田 焊 接 技 术 ( 上 海 ) 有 限 公 司 300 千 米 ド ル 100.0％ 産業用電気機器の販売
サービス 

天 田 焊 接 制 造 ( 上 海 ) 有 限 公 司 4,100 千 米 ド ル 100.0％ 産業用電気機器の製造
販売サービス 

天 田 台 灣 焊 接 科 技 股 份 有 限 公 司 15 百 万 台 湾 ド ル 100.0％ 産業用電気機器の販売
サービス 

ア マ ダ ウ エ ル ド テ ッ ク ア メ リ カ 4 千 米 ド ル 100.0％ 産業用電気機器の製造
販売サービス 

ア マ ダ ウ エ ル ド テ ッ ク ド イ ツ 352 千 ユ ー ロ 100.0％ 
(29.0％) 

産業用電気機器の製造
販売サービス 

ア マ ダ ウ エ ル ド テ ッ ク オ ラ ン ダ 11 千 ユ ー ロ 100.0％ 
(100.0％) 

産業用電気機器の製造
販売サービス 

ア マ ダ ウ エ ル ド テ ッ ク ハ ン ガ リ ー 3,000 千 洪 フ ォ リ ン ト 100.0％ 
(100.0％) 

産業用電気機器の販売
サービス 

ア マ ダ ウ エ ル ド テ ッ ク イ ン ド 24 百 万 ル ピ ー 100.0％ 
(0.1％) 

産業用電気機器の販売
サービス 

注) 1．「当社の出資比率」の（ ）内は、間接所有であります。 

2．上記の重要な子会社については、実質支配力基準に基づき記載しております。 
 

(4) 対処すべき課題 

当社は、下記の５つの項目を重要な経営課題ととらえ、対処することといたします。 
① 生産管理の改革 

BOM（部品表）のセット登録を可能にし、在庫及び納期確認工数を削減する。また、

登録機種の見直しを実施し、5 年以内の販売台数が一桁の製品は登録を抹消する。 
② システム拡販 

FY23 のシステム販売契約目標を 16 億 60 百万円（外部のみ）とする。このため、差

別化となる周辺機器を完成させ、また、特販部隊の活動を強化してターゲットとして

いる顧客への浸透を高め、新規顧客開拓、及び成長業界への進入を図る。  
③ エンジニアリング活動の連携強化 

国内外のプレサービスとシステムエンジニア、システムエンジニアとアフターサービ

ス、そしてアマダグループとの連携を強化する。 
④ MML-400A を 6 月に完成させてフェーズ 2 へセットアップし、GWM-K のオリジナ

ル化を行い、CL-E100A の機能をアップさせる。 
⑤ 工数削減 

YAG レーザ機器、抵抗溶接機器、レーザ加工機器の製造工数を 30％削減し、FL レー

ザ機器、光学系機器の製造工数を 20％削減し、コストを見据えた附属品の排除及びケ

ーブル類の標準化を行う。 
 

(5) 主要な事業内容（2023年３月 31日現在） 

当社は、レーザ機器（レーザ溶接装置、レーザ加工機）、抵抗溶接機器及びシステムなど

産業用電気機器の開発、製造、販売並びにサービスを行っております。 



 

(6) 主要な営業所及び工場（2023 年３月 31日現在） 

本社（本店） 神奈川県伊勢原市 

事業所（工場） 千葉県野田市 

営 業 所 

東北営業所（宮城県富谷市）、北関東営業所（千葉県野田市）、南関東営業

所（神奈川県伊勢原市）、中部営業所（愛知県名古屋市）、関西営業所（大

阪府大阪市） 

  

(7) 従業員の状況（2023年３月 31日現在） 

従業員の状況 

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

243名 19名減 43.1歳 14.5年 

（注）1.他社への出向者および非正規従業員は、従業員数に含まれておりません。 
   2.他社からの出向者は、従業員数に含まれております。 
 

(8) 主要な借入先の状況（2023 年３月 31日現在） 

  該当事項はありません。 

 

(9) その他会社の現況に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 

 
 

 

２．会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 

 

普通株式    39,999,900 株 

Ａ種種類株式         100株 

 

(2) 発行済株式の総数 普通株式         0株 

Ａ種種類株式         10株 

 

(3) 株主数 普通株式               0名 

Ａ種種類株式          1名 

 

(4) 大株主 

株  主  名 持株数（Ａ種種類株式） 持株比率 

株式会社アマダ 10株 100.00％ 

 



 

３．会社役員に関する事項 

  (1) 取締役及び監査役の状況 

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役会長 岡本 満夫 株式会社アマダ 名誉相談役 

代表取締役社長 辻岡 寿康  

取締役執行役員 藤本 隆 
経営企画室･ICT 企画室･経営管理部担当 
アマダウエルドテック韓国代表理事 

監査役 三輪 和彦 株式会社アマダ 取締役常務執行役員 

（注）2023年 3月 31日付、藤本隆氏の取締役辞任、2023年 5月 31日付、岡本満夫氏の代表

取締役辞任に伴い、2023 年 5 月 31 日付臨時株主総会の決議により、次の体制となって

おります。 

代表取締役会長 磯部任 

代表取締役社長 辻岡寿康 

監査役     三輪和彦 

 

 

(2) 取締役を兼任しない執行役員の氏名、地位及び担当等 

   該当事項はありません。 

 

 (3) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額及び支給人数 

区 分 支給対象のべ人数 報酬等の額 

取  締  役 2名 47,808千円 

監  査  役 －名 － 千円 

合計 2名 47,808千円 

（注）1.報酬額等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額 8,700千円および役員退

職慰労引当金繰入額 4,008千円が含まれております。 

2.上記の他、前事業年度に係る役員賞与引当金（夏季賞与）差額 550千円を支給してお

ります。 

 

 

 

 



４．会計監査人の状況 

(1) 名称 

有限責任監査法人トーマツ 

 

(2) 報酬等の額 

  当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,700千円 

（注）上記の金額には消費税及び地方消費税を含んでおりません。 

  

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定方針 

  当社は、会計監査人が会社法第 340条第１項各号に該当すると判断したときは、会計監査

人を解任する方針です。 

 
 

５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

(1)業務の適正を確保するための体制 

   当社は、業務の適正を確保するための体制の整備について、以下のとおり基本方針を決定

しております。 

 

①当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役及び使用人の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制 

  当社の取締役は、アマダグループにおけるコンプライアンスの基本方針に基づき、これを

実効化する組織及び規程を整備し、当社グループの各社の活動に組み込むことにより、コン

プライアンス体制を推進する。併せて、コンプライアンスに関する教育を実施するとともに、

コンプライアンス違反発生時の対応に関する手順を明確化し、これを当社グループの各社に

周知する。これらの体制の構築、運用状況については、当社グループの内部監査部門が内部

監査を実施する。 

  また、財務報告の信頼性を確保するための内部統制の報告体制を構築し、その有効かつ効

率的な運用及び評価を行う。 

ⅰ）アマダグループ共通規範 

  業務の遂行にあたり、法令、定款の遵守を常に意識するよう「アマダグループ経営理念」

及び「アマダグループ行動規範」の周知徹底を図る。 

ⅱ）アマダグループ内部統制委員会 

   内部統制システムの維持、向上及びコンプライアンス体制の整備を図る。 

 

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

  株主総会、経営会議、専門委員会等重要な会議の議事録並びに、その他取締役の執行に係

る情報は、法令並びに社内規程・規則に基づき、適切に保存及び管理し、取締役及び監査役

が、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。 



 

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ⅰ）アマダグループ内部統制委員会は、不正行為及びコンプライアンス（法令・社内規程遵

守）関連のリスク情報についての一元管理並びに、緊急事態の発生を漏れなく報告させる

目的にて、「不正行為及びリスク情報」に関する調査・解明・伝達ルートの規程を定め当社

グループ各社に周知する。 

ⅱ）当社は、緊急事態が発生した場合、直ちに社長及び監査役に報告の上、緊急対応会議を

招集し、解決を図る体制を構築し、その内容をアマダグループ内部統制委員会に報告する。 

ⅲ）個々のリスク管理については、それぞれのリスクを担当する役員又は部門の長を委員と

して選任し、各種専門委員会・会議体において審議し、各種のリスクに対応する。 

ⅳ）これらのリスク管理体制の構築、運用状況については、アマダグループ内部監査部門が

当社グループの各社の内部監査を実施する。 

 

④当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ⅰ）経営会議は、経営に関する一定の重要な事項について決定し、職務執行の監督を行う。 

ⅱ）業務執行機能の充実を図るため執行役員制度を採用する。社長は経営方針等を執行役員

に指示・伝達し、執行役員は業務執行状況を経営会議、社長、監査役各々の求めに応じ、

報告する。 

 

⑤当社グループの取締役等の職務執行の報告に関する体制及びその他の業務の適正を確保す

るための体制 

 ⅰ）当社グループは、「アマダグループ経営理念」、「アマダグループ行動規範」をグループ全

体の基本原則とする。 

ⅱ）当社グループは子会社を含む経営上の重要事項については、経営会議で審議し、アマダ

グループの「国内関係会社職務権限規程」に基づき、親会社に報告又は決裁を受けるとと

もに、子会社から事業計画等に関する報告を定期的に受け、子会社の業務の適正性を確認

する。 

ⅲ）当社グループ会社の管理については、アマダグループの「国内関係会社職務権限規程」

及び「海外系列会社運営管理規程」に基づき、管理部署、管理責任者を明確にし、業務の

適正を確保する。 

ⅳ）各部門及び当社グループ会社の業務執行状況、コンプライアンス体制等についての監査

は、アマダグループ内部監査部門が実施し、監視と業務改善の助言を受けるとともに、そ

の結果を社長及びアマダグループ内部統制委員会に報告する。 

 

⑥当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性

に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

ⅰ）当社の監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合は、監査役の職務が実効的に行

われるように使用人を配置する。また、その使用人の人事は、代表取締役と監査役が協議

の上決定する。 

ⅱ）監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、同使用人の任命及び異動は監査役の同



意を必要とし、人事評価については監査役の意見を十分に尊重する。 

 

⑦当社グループの取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制その他監査役への

報告に関する体制及び監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保するための体制 

ⅰ）当社グループの取締役及び執行役員並びに使用人(以下「役員・使用人」という。)は、

当社グループに重大な影響を及ぼす事実が発生し又は発生するおそれがあるときは、直ち

に監査役に報告する。また、役員・使用人は、監査役の要請に応じて、必要な報告をし、

情報を提供する。 

ⅱ）当社グループの役員・使用人が監査役に報告したことを理由として不利な取扱いを受け

ない体制を確保する。 

 

⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項  

  当社の監査役が職務を執行するうえで必要な費用については、当社の監査役の監査計画に

応じてあらかじめ予算化し、調査を含む監査上の理由で緊急又は臨時に支出した費用につ

いて前払い又は事後に償還するものとする。 

 

⑨その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ⅰ）監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、弁護士、公認会計

士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを活用することができる。 

ⅱ）当社の監査役は、会計監査人から会計監査の内容について説明を受けるとともに、情報

の交換を行う等の連携を図る。 

 

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

  当社は、内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に確認し、経営会議並び

に親会社である株式会社アマダにその内容を報告しております。 

  確認調査の結果、判明した問題点につきましては、是正処置を行い、より適切な内部統

制システムの運用に努めております。 





  

 

 

会社法第 435条第２項に定める計算書類は以下のとおりです。 

 

 

2023年５月 25日 

 

 

  株式会社アマダウエルドテック 

 
                          

代 表 取 締 役 会 長 岡 本 満 夫 

代 表 取 締 役 社 長 辻 岡 寿 康 
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 ……… 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

 市場価格のないもの ……… 移動平均法による原価法 
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。 

製 品 ……… 標準品は総平均法、特注品は個別法 

仕 掛 品 ……… 個別法 

原材料及び貯蔵品 ……… 原材料は総平均法、貯蔵品は最終仕入原価法 

(3) 固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 

 

……… リース資産を除く有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物             ３年～39年 

構築物            ７年～26年 

機械及び装置         ６年～11年 

車両運搬具          ４年 

工具、器具及び備品      ２年～15年 

リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

無形固定資産 

 

……… ソフトウエア 

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込

利用可能期間（５年）による定額法によっております。 
 

  その他 

定額法によっております。 
長期前払費用 ……… 均等償却をしております。 

(4) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
 

製品保証引当金 ……… 製品販売後のアフターサービス費の発生に備えるため、売上高

に対する過去の経験率により算定した額を計上しております。 

賞与引当金 ……… 従業員の賞与支給に備えるため、主として支給見込額のうち支

給対象期間に基づく当事業年度対応分を計上しております。 

退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。 

なお、当事業年度末における年金資産が退職給付債務（未認識

数理計算上の差異等を除く）を超過する場合には、前払年金費

用として計上しております。 

役員退職慰労引当金 ……… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年

度要支給額を計上しております。 
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（5）収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日）を適用してお

り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、（収益認識

に関する注記）に記載のとおりです。 

(6) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 ……… 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振

当処理によっております。 

ヘッジ手段  為替予約 

ヘッジ対象  外貨建債権債務、外貨建予定取引 

ヘッジ方針  デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定め

た内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしております。 

ヘッジの有効性の 

評価方法 

 外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案

し、取引の実行可能性が極めて高いことを確認しており、また

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎

にしてヘッジの有効性を評価しております。 

ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約については、

ヘッジの有効性の評価を省略しております。 
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（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。 

 

 ➀レーザー溶接機、レーザー加工機及びシステム品（輸出除く） 

主に上記溶接機及び加工機の売上から得られる収入であり、当社は取引基本契約、個別の売買契約

書、注文書等に基づき、顧客に対して顧客の要求する仕様に合致する製品を提供する義務を負ってい

ます。当該製品の履行義務は、顧客の要求する仕様に合致すると顧客が判断した際（受入検査合格）

の一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、検収時点で収益を

認識しております。 

なお、この対価の支払いは、履行義務の充足時点から１年以内に行われるため、重要な金融要素を

含んでおりません。 

 

➁抵抗溶接機（輸出除く） 

主に抵抗溶接機の売上から得られる収入であり、当社は取引基本契約、個別の売買契約書、注文書

等に基づき、顧客に製品を提供する義務を負っています。当該製品の履行義務は、顧客に製品を出荷

した一時点において充足されると判断し、出荷時点で収益を認識しております。 

なお、この対価の支払いは、履行義務の充足時点から１年以内に行われるため、重要な金融要素を

含んでおりません。 

 

③輸出売上 

主に溶接機、レーザー加工機の海外向け売上から得られる収入であり、当社は取引基本契約、個別

の売買契約書、注文書等に基づき、顧客に製品を提供する義務を負っています。当該製品の履行義務

は、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した一時点において充

足されると判断し、収益を認識しております。 

なお、この対価の支払いは、履行義務の充足時点から１年以内に行われるため、重要な金融要素を

含んでおりません。 
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（重要な会計上の見積りに関する注記） 

      当社は、計算書類の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に及

ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び

利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者

の最善の判断に基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数

値は実際の数値と異なる可能性があります。 

    見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響

は、当該見積りを見直した期間及び将来の期間において認識しております。 

    

    継続的なエネルギー価格の高騰やサプライチェーンの混乱による部材不足の影響などから、先行き

不透明感による設備投資マインドの低下による景気減速が懸念されます。しかし、製造業全般におい

て、地政学リスクに対するサプライチェーン再構築や社会課題などへの対応を背景に生産性向上、自

動化に関する設備投資需要が底堅く推移し、来期以降の当社の業績も順調に推移すると仮定しており

ます。 

    この一定の仮定のもと、当事業年度の計算書類における会計上の見積りに影響を与えると想定され

る繰延税金資産の回収可能性等について評価を実施し、この結果、当事業年度の計算書類における影

響額が僅少であると判断しております。 

 

繰延税金資産の回収可能性の判断 

(1) 当事業年度において計上した金額 

繰延税金資産 369,756千円 

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

当社は、将来の収益性に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性等を満たしているかにより、

繰延税金資産の回収可能性の判断をしています。将来の収益力に基づく一時差異等加減算前課税所

得の十分性を判断するにあたっては、翌期以降の利益計画を基礎として、一時差異等の解消見込年

度の課税所得を見積り、将来の税金負担額を軽減する効果を有する将来減算一時差異に対して繰延

税金資産を計上しています。 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に

発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延

税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

  (1)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権             4,217,346千円  

    短期金銭債務              503,029千円  

  (2)有形固定資産の減価償却累計額     3,953,756千円  

 

（損益計算書に関する注記） 

(1)関係会社との取引高 

売上高 4,253,570千円 

仕入高 1,236,374千円 

営業費用 497,449千円 

営業取引以外の取引高 1,629,301千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

(1)発行済株式数に関する事項 

(単位：株) 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 
当事業年度末 

の株式数 

A種種類株式 10 － － 10 

 

 (2)配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の原資 

配当金の 

総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(千円) 

基準日 効力発生日 

2022年６月23日 

定時株主総会 

A種種類

株式 

利益 

剰余金 
2,046,000 204,600 2022年３月31日 2022年６月24日 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の原資 

配当金の 

総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(千円) 

基準日 効力発生日 

2023年６月22日 

定時株主総会 

A種種類

株式 

利益 

剰余金 
2,587,000 258,700 2023年３月31日 2023年６月23日 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、事業活動における資金需要に基づき、親会社である株式会社アマダが運用するキャッシ

ュ・マネジメント・システムの活用や取引銀行２行と当座借越契約を締結し資金調達を行っており

ます。一時的な余剰資金は、事業活動に必要な流動性を確保した上で安全性の高い金融資産にて運

用しております。デリバティブ取引については、リスクヘッジ目的のみに利用し、投機目的及びト

レーディング目的での取引は行っておりません。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び電子記録債権並びに売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては与信管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建の営業

債権は、為替の変動リスクに晒されております。外貨建営業債権が外貨建営業債務の残高を上回る

ものについて為替予約を利用してリスクヘッジする場合があります。 

 投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であります。株式については出資先の

財政状態の悪化リスクに晒されております。これらについては定期的に発行体（取引先企業）の財

政状態を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 営業債務である電子記録債務及び買掛金は、その殆どが６ヶ月以内の支払期日であります。また、

その一部は原材料等輸入に伴う外貨建のもので、為替の変動リスクに晒されております。外貨建営

業債務が外貨建営業債権の残高を上回るものについて為替予約を利用してヘッジする場合があり

ます。 

 借入金による債務は、短期運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としており、変動金

利であるため金利変動リスクに晒されております。金利変動については、毎月金利の状況を把握し、

継続的に資金調達状況の見直しをしております。 

 

 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することで当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、未収入金、関係会社預け金、電子記録債務、 

   買掛金、未払金及び未払法人税等は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 賞与引当金 81,894千円 

 製品保証引当金 28,415千円 

 棚卸資産評価損 157,214千円 

 未払事業税 33,331千円 

  ソフトウエア 79,096千円 

 関係会社株式等評価損 4,544千円 

 役員退職慰労金 8,353千円 

 その他 25,436千円 

 繰延税金資産小計 418,286千円 

 評価性引当額 △12,129千円 

 繰延税金資産合計 406,157千円 

  

繰延税金負債  

 前払年金費用 △35,051千円 

 その他有価証券評価差額金 △1,348千円 

 繰延税金負債合計 △36,400千円 

 繰延税金資産の純額 369,756千円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

   (1)親会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

(％) 

関連当

事者と

の関係 

取引

の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 

株式会社 

アマダ     

 

神奈川県 

伊勢原市 
54,768,247 

グループ事

業の統括・

企画・管理

、金属加工

機械器具等

の販売、修

理、保守、

点検、検査 

(被所有) 

直接100.0 

資金の

貸借 

C M S 預

け金 

(注１) 

－ 
関係会社 

預け金 
3,059,046 

当社の

販売先 

製品の

販売 

(注２) 

826,639 売掛金 54,975 

経営指

導 

経営管

理料 

 

276,000 

 

未払金 25,300 

上記金額のうち、取引金額及び関係会社預け金の期末残高には消費税が含まれておらず、売掛金、未払金期末残高に

は消費税が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注１)CMS預け金は、親会社とのキャッシュ・マネジメント・システムによるものであり、資金が日々移動するため、 

取引金額は記載せずに、期末残高のみ記載しております。また金利については、市場金利を勘案して合理的に決定 

されております。 

(注２)製品の取引条件は、両者協議のうえ、市場価格を勘案して、仕切価格を決定しております。 

 

(2)子会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

(％) 

関連当

事者と

の関係 

取引

の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

 

子会社 

アマダウエルドテッ

クアメリカ 

 

米国 

カリフ

ォルニ

ア州 

452 

産業用電気

機器製造販

売サービス 

(所有) 

直接100.0 

当社の 

販売先

仕入先 

製品の 

販売 

(注２) 

633,100 売掛金 193,634 

製品 

仕入等 
295,856 買掛金 92,115 

アマダウエルドテッ

クコーリア 

 

大韓民

国 

京畿道

華城市 

344,376 

産業用電気

機器製造販

売サービス 

(所有) 

直接100.0 

当社の 

販売先 

製品の 

販売 

(注２) 

340,522 売掛金 28,131 

天田焊接技术(上海) 

有限公司 

 

中国 

上海市 
40,155 

産業用電気

機器製造販

売サービス 

(所有) 

直接100.0 

当社の 

販売先 

製品の 

販売 

(注２) 

1,074,741 売掛金 333,165 

天田焊接技术香港 

有限公司 

 

中国 

香港特

別行政

区 

1,379 

産業用電気

機器販売サ

ービス 

(所有) 

間接100.0 

当社の 

販売先 

製品の 

販売 

(注２) 

835,043 売掛金 242,663 

天田焊接制造(上海)

有限公司 

 

中国 

上海市 
482,391 

産業用電気

機器製造販

売サービス 

(所有) 

直接100.0 

当社の 

製品製

造元 

製品 

仕入等 
1,408,366 買掛金 325,073 

原材料

の有償

支給 

574,349 未収入金 134,522 

上記金額には消費税が含まれておりません。 
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(3)兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

(％) 

関連当

事者と

の関係 

取引

の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社

の 

子会社 

アマダ 

タイランド 

タイ国 

サムットプ

ラカーン県 

1,423,097 

金属加工機

械器具等の

販売、修理 

なし 
当社の

販売先 

製品の

販売 

(注２) 

392,330 売掛金 77,544 

上記金額には消費税が含まれておりません。 
 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

(1) １株当たり純資産額 1,215,011,732円 90銭 

(2) １株当たり当期純利益 326,307,038円 70銭 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

   該当事項はありません。 

 

 

※なお、この計算書類の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 





 
 
 
 
     会社法第435条第２項に定める附属明細書は以下のとおりです。           

 
 

2023年５月25日                                     

 
 
  株 式 会 社 アマダウエルドテック 

 
  

代 表 取 締 役 会 長                岡    本      満   夫 

 

代 表 取 締 役 社 長                辻  岡   寿  康  
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2. 引当金の明細       1 

3. 販売費及び一般管理費の明細     2 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 









 

 

独立監査人の監査報告書 
 

2023年 6月 9日 

 

株式会社アマダウエルドテック 

代表取締役社長 辻 岡 寿 康 殿 

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 東 海 林  雅  人  

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 古  賀  祐 一 郎  

監査意見 

当監査法人は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、株式会社アマダウエルドテックの

2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までの第 52 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい

う。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運

用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ

るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候

があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

会計監査人の監査報告書 



 

 

計算書類等に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること

が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、

並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に

ついて報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 

 




